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北名古屋市広告付きデジタルサイネージ及び案内地図板設置事業に関する公募型 

プロポーザル実施要領 

 

北名古屋市では、西春駅東西連絡橋にデジタルサイネージ及び案内地図板を設置する

事業者を募集します。設置事業者には、広告の募集、放映内容の制作、案内地図板の製

作、デジタルサイネージ等の機器一式の設置から保守について広告手数料で運営すると

ともに、設置場所が有する広告価値を利用する対価を広告料として納付をするものとし

ます。 

 

１ 事業の名称 

北名古屋市広告付きデジタルサイネージ及び案内地図板（以下「本設備」とい

う。）設置事業 

 

２ 事業期間 

令和８年９月１日（火）から令和１３年８月３１日（日）まで 

ただし、事業期間満了後、北名古屋市と設置事業者との合意を条件に、同一内容、

同一条件でさらに１年間契約を自動更新することができるものとする。 

 

３ 事業の目的 

⑴ デジタルサイネージ及び案内地図板による情報提供の充実 

⑵ 市内事業者に広告宣伝の機会を提供することによる地域産業活性化の促進 

⑶ 広告事業による北名古屋市の新たな財源確保 

 

４ 応募資格 

⑴ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しな

い者であること。 

⑵ 北名古屋市競争入札等参加有資格者名簿に登載されている者であること。 

⑶ 北名古屋市指名停止措置要綱（平成２５年告示第１７４号）に基づく指名停止又

はこれに準ずる措置を受けている期間内でない者であること。 

⑷ 北名古屋市が行う事務及び事業からの暴力団排除に関する合意書（平成２５年５

月２４日付け締結）に基づく排除措置を受けていない者であること。 

⑸ 民事再生法（平成１１年法律第２２５号。以下「民事再生法」という。）第２１

条の規定に基づく再生手続開始の申立てがなされていない者又は会社更生法（平成

１４年法律第１５４号。以下「会社更生法」という。）第１７条の規定に基づく更

生手続開始の申立てがなされていない者であること。ただし、民事再生法に基づく

再生手続開始の決定を受けた者又は会社更生法に基づく更生手続開始の決定を受け

た者で、再度の入札参加資格審査の申請を行い認定を受けた者については、再生手

続開始又は更生手続開始の申立てがなされなかった者とみなす。 

⑹ 納税義務を有する税金（国税及び地方税）を滞納していないこと。 

⑺ 本設備において２年以上の実績を有し、かつ、本公告の日から過去２年以内に、

自らが管理及び運営する広告付きデジタルサイネージ及び案内地図板を設置した実

績があること。 

⑻ 個人の場合は北名古屋市内に住所を有し、法人の場合は愛知県内に本店、支店、

営業所又は事務所を置いていること。 

⑼ 本市人口と同規模以上・同種の公的機関における広告・広報業務の実績を有する

こと。 
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５ 提出書類及び提出期限等 

⑴ 提出書類 

ア 北名古屋市広告付きデジタルサイネージ及び案内地図板設置事業申込書（様式１） 

イ 事業提案書（任意様式） 

ウ 見積書（様式２） 

エ 業務実績（様式３） 

オ 納税証明書（直近の事業年度分） 

 (ア) 法人税、消費税及び地方消費税について未納の税額がないことの証明書 

 (イ) 愛知県の県税、北名古屋市の市税について未納の税額がないことの証明書 

カ 登記事項証明書（申込前１か月以内に取得したもの。） 

※ エは、本市人口と同規模以上・同種の公的機関における広告・広報業務の実績に

限る。 

※ オ及びカについて、北名古屋市の競争入札参加資格に登録済の場合は、提出不

要。 

※ 提出された書類は返却しない。 

⑵ 提出期限 

令和８年６月２９日（月）から令和８年７月１７日（金）午後５時まで（必着） 

※ 市役所の開庁日・開庁時間に限る。 

⑶ 提出場所 

〒４８１－８５３１ 北名古屋市西之保清水田１５番地 

北名古屋市役所 建設部 施設管理課（北名古屋市役所西庁舎２階） 

     電話 ０５６８－４８－０１９６ 

     電子メール shisetsu@city.kitanagoya.lg.jp 

⑷ 提出部数 

１４部（正本１部、副本１３部） 

⑸ 提出方法 

持参による。 

 

６ 実施要領及び仕様書等に対する質問及び回答 

⑴ 質疑受付期間及び方法 

令和８年６月２９日（月）から令和８年７月８日（水）午後５時までの間に、質問

票（様式４）に必要事項を記載し、上記５⑶へ電子メールで提出すること。 

⑵ 質問に対する回答 

令和８年７月１４日（火）までに事業提案書を提出した全事業者に、電子メールで

回答する。 

 

７ 設置事業者の選定方法 

⑴ 審査方法 

令和８年８月３日（月）以降に公募型プロポーザル方式による選考として、プレゼ

ンテーションを実施し、広告料、提案内容、デザイン、メンテナンス体制、実現性、

確実性、信頼性等について、以下の審査基準に基づき、北名古屋市のプロポーザル審

査委員会にて審査し、最も優れた者を選定する。 
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＜審査基準＞ 

区分 評価項目 評価内容 

業務遂行能力 

１ 事業者の能力 

（１０点） 

・事業規模、経営状況 

・会社の組織、人員体制 

・業務実績 

提案評価 

２ 事業理解度 

（１０点） 

・事業目的、仕様書の理解度 

・公共性、景観配慮の考え方 

３ 設置計画・施工体制 

（１０点） 

・設置位置の妥当性 

・施工方法の妥当性 

・設置スケジュールの実現性 

・関係機関との調整方針 

・転倒、落下防止対策 

４ デザイン・機能性 

（１０点） 

・筐体デザインの景観調和性 

・マップの視認性、分かりやすさ 

・公共施設や文化財等の周知方法 

・壁面行政広報掲示板の工夫 

５ 広告運営・管理計画 

（１０点） 

・広告募集方法 

・審査基準の明確性・公平性 

・更新、契約管理方法 

・苦情その他トラブル対処体制 

６ 維持管理・緊急対応

体制 

（１０点） 

・定期点検、清掃計画 

・劣化、破損時の対応方法 

・故障時の初動対応時間 

・災害時対応 

・保険加入状況 

７ 独自提案・付加価値 

（１５点） 

・利用者利便性向上策 

・デジタル連携（２次元バーコード

等）の活用 

・市の負担軽減策 

・その他創意工夫 

対応評価 
８ 対応力 

（１０点） 

・質問等に対し、明確で具体的な提

案を行っているか。 

価格評価 

９ 見積金額（広告料） 

（１５点） 

配点：１５×（提案下限額＋参考見

積額）÷（提案下限額＋最低見積

額） 

合計点 １００点  

⑵ 全審査員の採点を平均した点数を評価点数とし、その評価点数が最も高い者を契

約者として決定する。 

⑶ 審査結果は、事業提案書の提出者すべてに対して書面で通知する。 

⑷ 決定された設置事業者は、速やかに北名古屋市と協議し、本事業に係る契約を締

結すること。 

 

８ 事業内容 

⑴ 設置設備 
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ア デジタルサイネージ２台※ 

イ 地図案内板併設デジタルサイネージ２台※ 

ウ エリアマップ及び近隣エリアマップ・案内図 

エ 壁面行政広報掲示板 

オ その他必要な機器 

※ 「【別紙１】仕様書」を考慮した提案をすること。 

※ デジタルサイネージ２台のうち１台は北名古屋市が調達する。 

⑵ 設置場所 

西春駅東西連絡橋、西春駅西口ロータリー 

⑶ 稼動運用 

運用は、午前５時００分から翌日午前１時００分までとする。 

ただし、緊急時等には北名古屋市の所有するデジタルサイネージについて、運用時

間外に稼動する場合がある。 

⑷ 北名古屋市及び設置事業者の主な役割分担 

区 分 主 な 役 割 

北名古屋市 

①本事業の統括に関すること。 

②市が所有するデジタルサイネージの管理に関すること。 

③放映する民間広告の審査に関すること。 

設置事業者 

①本設備の本体・付属物一式の設置に関すること。 

②本設備の本体・付属物一式の定期的な維持管理及び事故、障害発

生時の対応に関すること。 

③契約期間満了後、本設備の本体・付属物一式を撤去し原状回復す

ること。 

④放映する民間広告の広告主募集及び広告制作に関すること。 

⑤広告へのクレーム対応に関すること。 

⑥設置事業者が納付する広告料等を納付すること。 

⑦その他、「【別紙１】仕様書」を満たすこと。 

⑸ 設置事業者が納付する広告料等 

ア 広告料（納付する広告料は消費税及び地方消費税を含む） 

イ 道路占用料及び屋外広告物許可手数料（契約後、北名古屋市が算定する） 

ウ デジタルサイネージの稼動に要する電気料金（定格電力と稼動時間に応じて北名

古屋市が算定） 

エ デジタルサイネージの通信費 

※ アについては、設置場所が有する広告価値を利用する対価 

※ ウ、エについては、北名古屋市所有の機器も含む。 

⑹ 設置場所の概要・現況 

「【別紙１】仕様書」参照のこと。 

 

９ 本事業の募集に関するスケジュール（予定） 

 項  目 日  程 

１ 実施要領の公表 令和８年６月２９日(月) 

２ 実施要領等に関する質問期限 令和８年７月８日(水)まで 

３ 上記質問に対する回答の公表 令和８年７月１４日(火) 

４ 参加申込書、事業提案書の受付 令和８年７月１７日(金)まで 

５ 
審査（書類、プレゼンテーション及

びヒアリング審査） 

令和８年８月３日(月)の週で設定予

定 
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６ 選定結果の通知・公表 令和８年８月２１日(金) 

７ 優先交渉権者との詳細協議 令和８年８月２１日(金) 

８ 契約締結 令和８年８月中 

９ 機器の設置 令和８年９月１日（火）から 

１０ 機器の運用開始 令和８年１１月１日（日）予定 

１１ 広告の放映開始 
機器の運用開始と同日または以降適

時の日 

※ 契約締結以降の詳細な日程は、契約した設置事業者との協議により決定する。 

 

１０ 事業提案書の作成要領 

⑴ 提案書様式 

ア 提案書のサイズはＡ４版とする。ただし、図表等については必要に応じてＡ３版

折込も可とする。 

イ 印刷の向きは「横」とし、左上綴じとする。 

⑵ 必須提案事項 

ア 北名古屋市に納入する広告料の月額（消費税及び地方消費税を含まない額） 

※ 道路占用料及び屋外広告物許可手数料、電気使用料、通信費は広告料の提案

額に含めないこと。 

※ 提案下限額は、年額３６０，０００円（消費税及び地方消費税を含まない

額）とする。 

イ 設置する本設備の機器全ての仕様（寸法及び消費電力等）及び設置方法（転倒及

び落下防止対策含む） 

ウ 設置事業者における広告の募集、審査方法 

エ 本設備のメンテナンス及び破損・故障時の緊急対応方法（拠点、人員等）体制 

オ 公共施設や文化財等が来訪者にわかりやすい筐体及びマップのデザイン 

カ 壁面ホワイトボードの仕様及び設置方法 

 

１１ 特記事項 

⑴ 設置に関する特記事項 

ア 北名古屋市は、設置事業者の責めに帰する理由により東西連絡橋及びロータリー

の利用に不適当な事情が発生した場合は、本体及び付属物一式の全部又は一部を撤

去させることができる。全部を撤去する場合には、設置事業者は設置場所等を速や

かに原状回復すること。なお、既に納付済みの道路占用料及び屋外広告物許可手数

料、広告料は返還しない。 

イ 放映及び掲出する民間広告について、著作権、その他第三者の権利に関係する問

題が生じた場合は、設置事業者が一切の責任を負うものとする。 

ウ 契約期間内であっても、東西連絡橋及びロータリーの工事あるいは社会情勢等に

より、設置場所の変更や広告掲示の全部または一部を中止することがある。 

エ 事業実施に際して疑義が生じた場合は、その都度北名古屋市と設置事業者が協議

のうえ対応を決定する。 

オ 本事業の契約とは別途、道路占用許可及び屋外広告物表示等許可を受けること。 

⑵ 事業提案に関する特記事項 

ア 応募者は、提出書類をもって、本募集要項の記載内容を承諾したものとみなす。 

イ 事業提案書提出後の差し替え、修正は認めない。 

ウ 受理した提案書その他提出書類は、選考結果にかかわらず返却しない。 

エ 提案書類は設置事業者選定のためにのみ使用する。 
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オ 虚偽の内容が記載されているものは失格とする。 

カ 提出に要する費用は応募者の負担とする。 

キ 設置予定場所の調査（採寸等）を行う場合は、事前に連絡の上、許可を得るこ

と。 

ク 事業の実施にあたって、また、掲載する広告については、北名古屋市広告掲載要

綱、北名古屋市広告掲載基準を遵守すること。 

 

１２ 問い合わせ先 

〒４８１－８５３１ 北名古屋市西之保清水田１５番地 

北名古屋市役所 建設部 施設管理課（北名古屋市役所西庁舎２階） 

     電話 ０５６８－４８－０１９６ 

     電子メール shisetsu@city.kitanagoya.lg.jp 

 


